
大阪大学では八尾市等の協力研究機関とのと協働により「高齢者の健康とくらしに関する疫学

研究」を実施しております。 

 

【研究課題名】 

高齢者の健康とくらしに関する疫学研究 

 

【研究期間】 

倫理委員会承認後から 2025 年 3 月 31 日まで 

（大阪府や八尾市との調整により、倫理委員会の承認のもと、延⾧することがあります） 

 

【研究の意義・目的・方法】 

本研究では下記の 4つの項目を目的とします。 

①八尾市在住高齢者を含む大阪府の地域在住高齢者における健康⾧寿の要因ならびに、健康な

地域の要因について分析を行うことで、大阪府ならびに八尾市の健康増進計画・介護保険計

画等に資するエビデンスの提供を行い、地域における健康寿命の延伸・健康増進・介護予防

等に貢献することを目的とします。 

②全国の約 50介護保険者・自治体の協力を得て、高齢者の地域における生活習慣・健康状態等

の特性について、全国自治体における地域比較検討を行います。 

③調査で得られたデータと、健診データや介護保険データから要介護リスクやそのプロセスを

明らかにし、効果的な介護予防・健康増進の方法を検討します。 

④海外の高齢者データを用いた国際比較研究によって、日本の高齢者の特徴を明らかにするこ

とを行う。 

 

【研究結果の公表】 

研究結果は学会や学術雑誌で発表するとともに、大阪府や八尾市に還元します。大阪府や八尾

市のホームページや広報等に概要が掲載されることがあります。 

 

【研究代表者】 

大阪大学大学院医学系研究科（代表者・磯博康教授） 

大阪大学大学院医学系研究科（責任者・白井こころ特任准教授） 

 

【研究組織】  

協力研究機関  



一般社団法人日本老年学的評価研究機構（責任者・近藤克則部⾧） 

大阪府八尾市保健所（責任者・高山佳洋保健所⾧） 

大阪がん循環器病予防センター（責任者・木山昌彦副所⾧） 

国立⾧寿医療研究センター（責任者・近藤克則部⾧） 

千葉大学（責任者・近藤克則教授） 

京都大学（責任者・近藤尚己教授） 

東北大学（責任者・相田潤教授） 

日本福祉大学（責任者・斉藤雅茂准教授） 

浜松医科大学（責任者・尾島俊之教授） 

ハーバード大学（責任者・イチロー・カワチ教授） 

福島県立医科大学（責任者・大平哲也） 

東京大学（責任者・芦田戸代・研究員） 

静岡県立大学短期大学部（責任者・野口有紀准教授） 

岡山県立大学（責任者・井上祐介・助教） 

国立保健医療科学院（責任者・佐々木由理主任研究官・主任研究官） 

山形大学（責任者・池田登顕助教） 

山梨大学（責任者・平井寛准教授） 

順天堂大学（責任者・平塚義宗先任准教授） 

新潟大学（責任者・菖蒲川由郷准教授） 

新見公立大学（責任者・鄭丞媛准教授） 

神奈川歯科大学（責任者・山本龍生教授） 

星城大学（責任者・竹田徳則教授） 

大阪国際がんセンター（責任者・小山史穂子医員） 

朝日大学（責任者・中村廣隆助教） 

東海学園大学（責任者・中出美代教授） 

東京医科歯科大学（責任者・藤原武男教授） 

帝京大学（責任者・金森悟講師） 

福井大学（責任者・井階友貴教授） 

平成医療短期大学（責任者・加藤清人教授） 

北海道大学（責任者・玉腰暁子教授） 

北里大学（責任者・山北満哉准教授） 

名古屋医専（責任者・平松誠教官） 

名古屋大学（責任者・竹内研時） 



 

【個人情報の保護について】 

本研究では、大阪府八尾市より住民情報や介護保険情報、死亡情報などの保健福祉医療等の保

健事業資料の提供を受けて研究を実施します。これには個人情報として、氏名、生年月日、住

所、個人を特定するための番号が含まれます。個人情報は大阪大学において厳重に管理され、

学術研究以外の目的に使用されることはありませんのでご安心下さい。  

大阪府八尾市において実施されたアンケートのデータは、八尾市より一般社団法人新情報セン

ターに提供され、アンケート処理・データ化されたうえで、大阪大学が提供を受けます。いず

れの段階においても特定の個人が識別されない状態に匿名化されたデータとして取り扱います。 

また、全国の約 50介護保険者・自治体のデータ（アンケート、介護保険、死亡情報等）は一般

社団法人日本老年学的評価研究機構より特定の個人が識別されない状態に匿名化されたデータ

として提供を受けます。 

研究を行うにあたっては、分析の段階で個人情報を削除し、番号などに置き換えて匿名化した

データベースを構築した上で、大阪大学において集計・解析を行い、集団全体の分析結果とし

て公表し、又は府や市に還元します。個人の結果が公表されることはありません。したがって、

この研究により、住民の皆さまが不利益を受けたり、危険性が生じる可能性はまずありません。

しかし、ご自身が分析の対象となることを希望されない方がおられましたら、ご本人またはそ

の代理人の求めに応じて、匿名化する前であれば、分析から除外するなどの対応ができますの

で、下記へお問い合わせ下さい。 

 

【本研究に関する問い合わせ先】 

大阪大学大学院医学系研究科公衆衛生学  

電話番号 06ʷ6879ʷ3911 

メールアドレス mkyomu@pbhel.med.osaka-u.ac.jp 

 


